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○鹿角市建設工事に係る共同企業体取扱要綱  

昭和62年10月１日訓令第13号 

改正 

平成７年４月１日訓令第９号  

平成９年４月１日訓令第７号  

平成15年５月１日訓令第11号 

平成22年10月１日訓令第72号 

平成24年11月26日訓令第94号 

平成24年11月27日訓令第98号 

鹿角市建設工事に係る共同企業体取扱要綱  

（目的） 

第１条 この要綱は、市内建設業者の施工能力の向上と健全な発展を促進するため、別に定め

があるもののほか、市の発注する建設工事に係る共同企業体（以下「共同企業体」という。）

の結成要件、入札参加資格審査等の取扱いに関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 経常建設共同企業体 年間を通じて有効な共同企業体をいう。 

(２) 特定建設工事共同企業体 市が発注する工事ごとに結成される共同企業体をいう。  

（要件） 

第３条 共同企業体は、次の各号に掲げる要件を満たすものとする。  

(１) 構成員は、経常建設共同企業体にあっては３業者以内とし、特定建設工事共同企業体

にあっては、工事ごとに市長が定めるものとする。 

(２) 運営形態は、各構成員が共同の責任で一体となって施工する共同施工方式とする。  

(３) 経常建設共同企業体の構成員は、市内に主たる営業所を有する建設業者で、経常建設

共同企業体を結成する年度の入札参加資格者名簿に登載されているものであること。この

場合において、構成員は、同一業種で他の経常建設共同企業体の構成員となることはでき

ない。 

(４) 特定建設工事共同企業体の構成員は、特定建設工事共同企業体を結成する年度の入札

参加資格者名簿に登載されているもので、そのうちの一以上の建設業者は市内に主たる営

業所を有する建設業者であること。 

（経常建設共同企業体の入札参加資格審査申請手続）  

第４条 経常建設共同企業体の資格審査を申請しようとする者は、鹿角市入札参加資格に関す

る要綱（平成22年鹿角市訓令第73号）第４条第２項の定期審査又は中間年審査において、次

の各号に掲げる書類を市長に提出するものとする。  

(１) 経常建設共同企業体入札参加資格審査申請書（様式第１号）  

(２) 経常建設共同企業体協定書（様式第２号）  

(３) 経常建設共同企業体協定書第８条に基づく協定書（様式第３号）  

(４) その年の各構成員の経営事項審査申請書の写し 

（経常建設共同企業体の資格審査）  

第５条 経常建設共同企業体の資格審査は、「建設業法第27条の２第１項の審査の項目及び基

準（昭和48年建設省告示第2093号）」の客観的事項について行うものとし、各審査項目の取

扱いは、次の各号によるものとする。ただし、等級格付は、その年度の等級格付要領により

調整することができるものとする。  

(１) 種類別年間平均完成工事高は、各構成員の年間平均完成工事高の和とする。  

(２) 自己資本額及び職員の数は、各構成員の自己資本額及び職員の数のそれぞれの和とす
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る。 

(３) 流動比率、自己資本固定比率及び総資本純利益率は、各構成員の流動比率、自己資本

固定比率及び総資本純利益率のそれぞれの平均値とする。  

(４) 営業年数は、各構成員の営業年数の平均値とする。  

（経常建設共同企業体の構成員に対する取扱い）  

第６条 経常建設共同企業体の構成員の建設業者は、結成した経常建設共同企業体以外では年

間を通じて入札に参加できないものとする。  

（特定建設工事共同企業体に発注することのできる工事）  

第７条 特定建設工事共同企業体に発注することのできる工事（以下「対象工事」という。）

は、技術難度の高い工事で、次の各号に掲げる工事とする。  

(１) 工事費がおおむね１億５千万円以上の道路、橋梁、トンネル、ダム、堰、空港、下水

道等の土木工事 

(２) 工事費がおおむね２億円以上の建築工事 

(３) 工事費がおおむね７千万円以上の設備工事  

２ 前項に規定する工事のほか、工事の規模、性格等に照らし特定建設工事共同企業体による

施工が必要と認められる工事については、対象工事とすることができるものとする。  

（一般競争における特定建設工事共同企業体の結成）  

第８条 特定建設工事共同企業体の結成は、入札公告による資格要件に基づき建設業者が自主

的に行うものとする。 

２ 前項により特定建設工事共同企業体を結成した者は、入札公告で指定する期日までに次の

各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める書類を提出するものとする。  

(１) 同一の工種の組合せによる共同企業体  

ア 特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書（様式第４号）  

イ 特定建設工事共同企業体協定書（様式第５号）  

(２) 複数の工種の組合せによる共同企業体  

ア 特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書（様式第４号）  

イ 特定建設工事共同企業体協定書（様式第６号）  

ウ 特定建設工事共同企業体協定書第８条に基づく協定書（様式第７号）  

３ 結成された特定建設工事共同企業体について、入札審査会で資格審査を行い有資格者と認

められる者へは、競争入札参加の資格を与えるとともに、その旨を当該共同企業体の代表者

に通知するものとする。ただし、条件付き一般競争入札においては、原則として資格審査は、

入札後に落札候補者のみ行うものとする。  

（指名競争における特定建設工事共同企業体の結成）  

第９条 特定建設工事共同企業体の結成は、入札運営委員会において構成員となる建設業者を

選定し、入札審査会において、これを審査し、決定するものとする。  

２ 特定建設工事共同企業体の構成員となる者が決定されたときは、該当する建設業者に対し、

速やかにその旨を通知するものとする。  

３ 構成員となるべき者として通知を受けた建設業者は、通知を受けた他の建設業者と特定建

設工事共同企業体を結成し、指定する期日までに次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定

める書類を提出するものとする。  

(１) 同一の工種の組合せによる共同企業体  

ア 特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書（様式第４号） 

イ 特定建設工事共同企業体協定書（様式第５号）  

(２) 複数の工種の組合せによる共同企業体  

ア 特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書（様式第４号）  
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イ 特定建設工事共同企業体協定書（様式第６号）  

ウ 特定建設工事共同企業体協定書第８条に基づく協定書（様式第７号）  

４ 結成された特定建設工事共同企業体について、入札審査会に諮ったうえ指名競争入札参加

の資格を与え、その旨を当該共同企業体の代表者に通知するものとする。  

附 則 

この要綱は、昭和62年10月１日から施行する。 

附 則（平成７年４月１日訓令第９号） 

この要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年４月１日訓令第７号）  

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年５月１日訓令第11号） 

この要綱は、平成15年５月１日から施行する。 

附 則（平成22年10月１日訓令第72号） 

改正 

平成24年11月27日訓令第98号 

この要領は、平成22年10月１日から施行する。 

附 則（平成24年11月26日訓令第94号） 

この要綱は、平成24年12月１日から施行する。 

附 則（平成24年11月27日訓令第98号） 

（施行期日） 

１ この要領は、平成24年12月５日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要領の規定は、この要領の施行の日以後に入札公告又は指名通知を行う入札について

適用し、同日前に指名通知を行った入札については、なお従前の例による。  
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第４条関係） 
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様式第３号（第４条関係） 

 

 



- 46 - 

 

様式第４号（第８条関係） 
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様式第５号（第８条関係） 
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様式第６号（第８条関係） 
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様式第７号（第８条関係） 

 

 


